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速 水 〔1983〕。
たとえぱ関山〔1958〕の地域別人ロ変動の分析。
幕末期の経済と人口にかんしては斎藤〔1985〕第n 部が多くの問題提起を行なっている。 
梅 村 〔1969〕。
ヨ ー ロ ッ パ の プロト工業化論にかんしては斎藤〔1985〕第 I部をみよ。

—— 57 (.321：) ——

德川後期の農家経済と人口
—— 武州新町村，1777〜1872年一

浜 野 潔

1. は じ め に

德川後期の経済史において，人口増加がどのような 
メ力ニズムで生じたのかという点は， 1つのトピック 

である。徳川期の人口変化はけっして全国一様のもの 
ではなく，著しい地域差を伴っていたが，おおむね19 

世紀前半から人口は全国的に上昇過程に転じ，明治以 
降の人口増加へつながっていったといえる。

従来の日本史研究は，経済的発展が見られた地域で 
は，その結果としてその地域の人口が増大したことを 
暗黙の前提としてきた。 しかしながら，経済的発展の 
中身が何であるかという点は十分に明らかにされてい 

'ない。襄業成長を重視する見解もあるし，農間渡世， 
織物業など，副業の発展を重視する考え方もある。 ま 
た，人口増加のメカニズムにかんしても， 出生率の上 

昇を採る考え方もあれば，死亡率の低下を採る向きも 
あり，けっして意見の一致をみているとゆ言い難い。

ヨ ー ロ ッ パ の 「プロト工業化論」では，賃 機を行っ 

ていた* 実上の賃金労働者層において，女子の結婚年 
齢が低下し人ロ増加が生じたとされている。 これに对 
して19世紀諫訪地方を対象とする斎藤〔1982〕および 
S a ito 〔1983〕によれば， 日本のプロト工業化はヨーロ 
ッバとはかなり様相の異なるものであった。 日本では 

女子の結婚年齢低下は起こらず， もっぱら婚内の出産

力上昇によって，人口増加が生じたのである。
ところで斎藤が用いたのは村ペースの集計データで 

あって世帯ペースではない。 したがって村内において, 

どのような経済的特性を持った世帯が人口再生産を担 
ったかという点は未解決の問題である。’

德川期の歴史人口学研究は「宗門改帳」 という第一 
級の史料を駆使することによって，近年急速に成果を 
挙げてきた。 しかしながら，宗門改帳に記載されてい 
る経済変数は，せ い ぜ い 「持高」 ぐらいに過ぎないた 
め， これ以外の経済変数と人口の関係はほとんど検討 
されてこなかった。持高は農民の経済状態を表わす指 

標として，少なくとも第一次的には有用であることは 
間違いないにしても， これだけで経済と人口の関係を 
論ずることは不十分といえる。 とりわけ—— 本稿が対 
象とするような—— 畑作地帯，あるいは徳川後期には, 

副業収入にも目を向ける必要があるだろう。
そこで本稿では宗門改帳とそれ以外の史料を突き合 

わせることにより，德川後期の農家経済と人口の関係 
を検討してみたい。具体的には持高および副業にかん 
するデータと， 出生率のデータを突き合わせることに 
より，おのおのの出生率への効果を明らかにすること 

である。史料として用いたのは武州多!？郡 新 町 村 （現 
東京都青-梅市新町）吉野家文書であり，宗門改帳，農間 

渡世書上，物産書上などを利用した。

3)

4)

5)
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2. 新町村の概観

新町村は武蔵野台地の西縁に位置し，言梅街道に沿 
った近世初期新田村である。支配関係はかなり頻繁に 
変更されたが, 本稿の観察期間に限ると，延 享 5 (1748) 

年から天保3(1832)年までが円安領，以後は江川太郎 

左 衛 門 （英毅 . 英竜）代官支配となり， 明治元（1868)年 
I I 山県管轄， さらに明治5 (1872)年神奈川県菅g とな

つ 7こ0

天 明 2 (1782) 年 の 『村差出明細帳』 に拠れぱ村高 
424石余，反別163町となっており， この内9 反 6 献 19 

歩の屋敷地を除くと残りはすべて畑地であって，水田 
はまったく存在しない。農業は大麦，小麦，粟，稗と 
いった雑穀生産にほぽ特化しており，その他豆類，宇 
類，野菜などが自給向に作られていたに過ぎない。

これに対して—— あるいは，それゆえにというべき 
かも知れないが—— 村明細帳などによれぱ，農間渡世， 
織物業などの副業は早くから行なわれていたようであ 
り， とりわけ19世紀に入ると関連史料が増加してくる。 
次に，いくつかの史料を用いて，新町村における農間 
渡世と織物業を概観しよう。

(1)農間渡世

農間渡世について具体的に記したもっとも古い史料 
は，寛政11 (1799)年 の 『村方様子明細* 上帳』 であ 
る。 ここには農間渡世人として4 人の名前が記されて 

おり，毅冶，木綿類，酌，費油，水油，紙，螺燭，草 
履，草鞋，小売酒などの業種を挙げている。 さらに文 

政，天保期になると幕府による農間渡世書上調査が行 
なわれるようになる力:，新町村でも天保9 (1838)年と， 
天保14 C1843)年の史料が残っている。 それによれば， 
1838年には全60世帯中20世 帯 （33.3%)力;，1843年には 
同じく全60世帯中33世 帯 （52. 4めが何らかの農間渡世 

に従事している。 この種の調査は書き上げ対象となる 
業種が必ずしも一定でなく，一般に増えることが多か 
ったから， 2 つの年度間の増加が実態を示していると 
は一概にいいきれない。 しかし両者に共通している11

業種に服ってみても， 4 業 種 （穀物 . 言もの. 煮売.荒 

もの） で 増 加 し て い る の に 対 し 減 少 し た の は1業種 
(居酒）のみであり，他は変わらなかった。 したがって 
天保年間には，農間渡世人が増加傾向にあったと考え 

てよいだろう。

1843年 の 『農間渡世向名前* 上帳』では業種は全部 
で27種類を数える。 もっとも多いのは穀物渡世（7世 
帯）であり，以下青もの，荒もの（各 6世帯)，居 酒 （5 

世齋)，塩もの，煮 売 （各 4世帯)，餅 団 子 （3世帯）が統 
いている。穀物，言もの渡世等は近農村の農産物を 
集荷した商人であり， また居酒，餅団子渡世などは寅  ̂

梅街道通行者を対象とするサービス産業と思われる。

(2)織物業

ぎ梅地方の産物でもっとも代表的なものは織物であ 
り，特 に 木 綿 続 は 「» » 続」 として近世初期からの歴 

史を持っている。» 梅続とは，網糸を経糸，綿糸を緯 

糸にして織った交織物であり，布質が堅徽で組および 
茶の独特な色合いを持つことを特徴とした。新町村で 
は享保18 (1733)年 の 『村差出明細帳』 に 「女 ハ 常  々

木綿嶋織，或，木綿糸取申候」 とあり，すでに18世紀 
前半から女子の副業として生産されていたことがわか 

る。ぎ梅地方の村明細帳を検討した筑波大学歴史地理 
学 研 究 室 〔1983〕によれば，木 綿 鶴 を 「言抵搞」 とい 
う名前で呼ぶようになったのは延享• 宝暦年fslであり， 
この頃から言梅地方全域で編織生産が行なわれるよう 
になった。

言抵搞の流通にかんしては断片的な史料しか残され 
ていない。『定本市史青抵』によれば，村々で織出さ 

れ た 製 品 は 「搞買」等と呼ばれる仲買人によって集荷 
され，市場で取引された。すでに町場化しつつあった 
言梅村にはこのような商人が店舗を* え，文化年間に 

は仲間組合を結成していた。一方，新町村でも文政年 
間から農間渡世として「反物」を商う者が登場し，近 

隣農村から織出された言梅続の取引が行なわれるよう 
になった。天保期の農間渡世書上には3 人の反物渡世 

者が名前を連ねている。 もともと青為村と新町村は定 
期市の権利を持ち， この地域のニ大商業中心地であっ

注 （6 ) 文* の閲覧に際しては. 所蔵者吉野徳太郎氏の御厚意を得た。記して感謝の意を表したい。なお，吉野家文» につ 
いてはすでに目録が刊行されている。東京都教育委員会〔1981〕。

( 7 ) 言梅市史実行委員会〔1966〕P.1190。
( 8 ) 言抵摘にかんしては青梅市鄉土博物館〔1984〕が主要な史料を収録している。
( 9 ) 天保9 (1838)年 の 『農間渡世石調帳』によれば，「反物商ひ」力滴売を始めたのは1820^代のことである。
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た。特に文政年間に入ると，両村の市も» 梅績の集荷 
市 場 としての性格を強め，互いに対抗するようになっ 

た。文政12 (1829 ) 年には， 市の開催日をめぐって両 

村の間に大規模な紛争が生じている。 この紛争は天保 
9 (1838)年 ま で 10年間続き，結局，代官の裁可によ 

り青抵村の勝訴という結果となった。
ところで，青稿の生産にかんする史料は非常に少 

ない。特に人口との関わりを見る上で必要な世帯ごと 
のデータは明治5 (1872)年 の 『士地産物取調帳』 を 

挙げうるに過ぎない。 この史料は，農 • エ産物につい 
て 1軒ごとの生産量を記載したものである。品目とし 
て挙げられているのは大麦，小麦，大豆，小S , 栗，

稗，岡糖，養麦，故麻，えん豆，大根，牛房，人参， 
薩摩宇，苗，里宇，桑，茶，菌，藍葉，木綿績，味嗜， 
庭鳥，猫，菜種の25種類である。

史料に登場する33世帯の内，言 稿 の 記 載 が あ る の  
は10世帯である。 この3 軒 に 1軒弱という数字は村明 

細帳などの記述史料の記載—— 「女ハ常々木綿嶋織」 
—— から考えると少な過ぎると思われる。一方，言梅 
統の織出高は100反〜500反の間に分布していて，襄家 

の副業としては量が多過ぎるといわねばならない。 こ 

のような点から考えて， こ の 史 料 で 搞 の 記 載 が あ  
る家は機織に従事した個々の農家ではなく，む し ろ  

「織元」 に相当するのではないかと思われる。織元と 
は原糸を購入して産地内の農家に配分し，仕上った織 
物を回収し販売する者である。 梅 地 方 の村方文*に 
は 「糸貸し帳」 と題する史料が散見され， このような， 
いわゆる問屋制家内工業の形をとって養^梅績生産が行 
なわれていた。織元に集まった言梅績は，続買によっ 

て 集 散 地 （幕末 . 後新期においては主として言梅村） の問 
屋に卸された。新町村のような街道沿いの村は特に流 
通の面で，織元の成立に適した条件を備えていたとい 

えるだろう。

3 . 人 口 と世帯数

出生率にかんする分析を始める前に， まず観察期間 

の人口と世帯数について簡単にみておくことにしたい。

史料として用いた新町村の宗門改帳（但し明治3〜 5年 
は人別帳，戸数人員調などによる）は 安 永 6 (1777) 年か 
ら明治5 C1872)年まで95年間の内，67年分が利用可能 
である。史料残存率は70. 5%であるが，天 明 8 (1788) 

〜 寛 政 8 (1796)年 の 9 年間は史料をまったく欠いて 

おり，統計上の断層が生じる。寛 政 9 年以降をとると， 
史料残存率は77. 6% となり，大きな欠年もない。新町 
村の宗門改帳は，当初いわゆる現住地主義にもとづい 
て作成されていたが，天 保 3 (1832) 年田安領から江川 

太郎左衛門代官支配に替わると翌4 年から記載様式が 
変更され，いわゆる本籍地主義をとるようになった。 
そこで数値の一貫性を保つため，天 保 3 年以前の史料 

は本籍地主義にもとづいて再構成した。 したがって本 
稿で用いる数値はすべて本籍人口をペースとしている。

第 1 図には，宗門改帳の集計により求めた総人口. 

世 帯 数 • 平均世帯規模を示した。 総 人 口 は 1777年の 
301人から徐々に減少を続けて，1831年に263人でトラ 
フを作る。1777〜1831年まで54年間の年平均変化率を 
とると， マイナス0.57%となる。その後人口趨勢は増 
加傾向に転じ，史料の終わる1872年 に は 378人となっ 
た。1831〜1872年まで41年間の年平均変化率は2. 01多 

と，かなり高い値を示している。

世帯数も人口とよく似た動きをしている。1777年の 
68世帯から1781年に73世帯でピークを作った後，1827 

年には57世帯まで落ち込んだ。 さらに1836〜1841年に 
かけて一時的な引越の増加により65世帯まで回復する 
力' S 1849年には58世帯へとふたたび減少し，その後は 
人口の伸びと歩調を合わせ増加に転じ，1871年には66 

世帯になった。
一方，平均世帯規模は1780年代に若千の縮小をみた 

後，一貫して拡大傾向にあった。 このことは，特に観 
察期間後半の人口増加が分家• 引越などによる世帯数 
の増加によるだけではなく，世帯内の人員増加という 
側面をも合わせ持っていたことを示している。

人ロ変動は自然増減と社会増減によって定まるが，
新町村の宗門改帳には移動理由が言かれていない。そ 
こで， ここでの観察は出生率にかんしてのみ行なうこ 

と に ■る。

注 （1 0 ) 言梅村と新町村の市場争いについては，伊 藤 〔1967〕が詳しい。
( 1 1 ) ここに記載されている家は全部で33世帯であり，同年の新町村全世帯数66世帯のちょうど半分であることからする 

と，もともと2分冊であったものの内， 1冊だけが残っているものと思われる。また，家ごとの» 上とは別に，村全 
体の生産高を記した『産物取調言上』という史料も残されており，これらの史料は明治5年 『物産表』の原票ではな 
いかと推定される。

■ ( 1 2 ) 青抵搞の織元にかんしては武藤治「青梅厳物の変遷」（爱梅市郷士博物館：1984所収）P.39を参照。
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第 1図 擦 人 口 .世帯数•平均世蒂規模

第 1表には，10年期ごとの人口変化率，普通出生率 
および普通出生率に影響を持つと考えられるいくつか 
の指標を示した。1830年を境にして人口変化率の符号 
がマイナスからプラスに変わるが，普通出生率の水準 
も1830年の前後で明らかに違 い が み ら れ る 。 1777〜 
1830年では，普通出生率の水準は20〜25% の間にある 
のに対して，1830〜1870年は1850年代を除いて，30% 

を若干上回る水準にある。人口変化率と普通出生率の 
相関係数は0. 801と5 多水準で統計的に有意な値を示 
しており，1830年代以降出生率の上昇による持続的人

ロ増加が開始されたといえよう。
普通出生率の規定要因として， ここでは婚姻出生率, 

平均結婚年蹄，出 産 可 能 期 間 歳 ）の女子有配偶 
率をみることにする。婚姻出生率は普通出生率と同じ 
く1830年代を境に上昇しており，普通出生率との相関 

係数は0.965と 1% 水準で航計的に有意である。一方， 
女子の平均結婚年齢， 出産可能期間の女子有配偶率に 

は普通出生率の変動を説明するような変化はみられな 
かった。以上の点から考えて，1830年代以降の人口増 
加は婚姻出生率の上昇によることが明らかである。

注 （13) 1850年代の婚姻出生率低下は鬼頭〔1978〕による武州甲山村でも観察されており，流行病など地域的災害があった 
可能性もある。 しかしながら，これを裏付けるデータは今のところない。
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第 1 表人口変化率 • 出生率• 平均結婚年齢•有配偶率

年代 人 ロ
変化率

普 通  
出生率

婚 姻  
出生率

平均結婚年齢 出産可能期間（16〜50歳） 
の女子有配偶率男子1) 女子2)

% % % 歳 歳 % 3)

1777-1786 -4.7 22.5 132.2 27.1(19) 66.9 (640)
1798-1810 2.1 25.1 147.5 26.3(38) 22.1(39) 69.0 (694)
1811-1820 -7.2 21.3 131.8 26.1(11) 22.9(14) 64.2 (758)
1821-1830 -0.4 19.8 142.5 23.8(22) 22.6(26) 57.8 (669)
1831-1840 8.2 31.8 195.9 26.7(20) 23.1(26) 66.4 (607)
1841-1850 7.« 31.7 193.5 25.1(16) 22.7(21) 71.6 (661)
1851-1860 6.8 22.8 144.8 26.3(23) 22.2(26) 71.9 (701)
1861-1870 11.1 32.5 195.9 25.4(35) 22.3(41) 60.4 (806)

普通出生率 
との相関係数 0.801* — 0.965,* 0.079 0.305 0.175

1 ) 明らかな再婚および41歳以上を除く
2 ) 明らかな再婚および31歳以上を除く
3 ) 母数 (人年）
• 5%水 準 で 統 計 的 に 有 意 * * 1 % 水準で統計的に有意

4. 農家経済と婚姻出生率の関係

幕末期に婚姻出生率の上昇によって人口増加が生じ 
た例は，鬼 頭 〔1978〕，斎 藤 〔1982〕などにより報告 

されており，新町村の*例も幕末期農村のごく一般的 
あり方としてとらえることができるだろう。そこで本 

稿では，史料的に利用可能ないくつかの経済変数と婚 
姻出生率 ip関係を検討することにより， どのような経 

済的特性を持った世帯により人口再生産が行なわれて 
いたのか明らかにしてみたい。 ここで取り挙げること 

のできる経済変数は，①持高，②農問渡世の有無，③ 
「厳元」であるかどう力S の 3 つである。持高は宗門 

改帳の記載を，農間渡世は天保14 〔1843)年 の 『農間 

渡世向名前* 上帳』を，「織元」かどうかの判別は明治 
5 (1872)年 の 『土地産物取調帳』をそれぞれ用いた。

W持高

徳川期襄民の出生率には持高による階層間格差の存 
在することが，多くの事例で指摘されてきた。新町村 
でも， このような格差が存在したであろう力、。 また婚 
姻出生率の上昇は階層間格差を伴って生じたのであろ 

う力、。 この点を明らかにするため， ここでは持高階層 
別にいくつかの指標を検討することにしよう。

新町村の持高分布を見てみると，全期間を通じて3 

石をピークに正規分布に近い分布をしている。10石以 

上の地主はほとんどみられない一方，水吞層もあまり

いない。 したがってここでの階層分類は，サンプルサ 
イズを撤えるため， 3 石を基準として上層と下層に分 
けることにする。 この基準はあくまで持高の人口への 
効果をみるためのものであり，上層と下層が厳密に特 
定 の 農 民 階 層 （たとえば地主，小作など）に 対 応 す る わ  
けではない。

全期間の婚姻出生率は上層171.1 % ,下層146. 6% と 
明らかな差が認められる。婚姻出生率の上昇は1830年 
代以降の人口増加要因であるから， この点との関係を 

みるため， さらに1830年以前と1831年以降とに分ける 
ことにする。1777〜1830年の婚姻出生率は上層159. 7 

下層121.4% と明らかな差が認められる。 ところが 
1831〜1870年では上層179. 8 % , 下層186. 6% となり， 

むしろ下層がわずかに高くなる。 したがって，持高階 
層による出生率の格差は人口停滞期にのみみられるの 

であって，下層の婚姻出生率上昇（121.4ダ《~»186.6%<0の 
結果，人口増加期には階層間格差が解消したといえる。

婚姻出生率が下層においてなぜ上昇したのか明らか 
にするため，夫婦を単位にしてより詳しい観察を行な 
うことにしよう。宗門改帳に登場する夫婦は全部で 
361組 （この内，完全家族は5 9 S )である。 ここでは1830 

年代を境とする出生率水準の変化を考慮して，1830年 
代までに出産の過半を終えた世代（1800年以前母親出生 
コ- ホ- ト）， 1830年以降に出産の過半があった世代 
(ISOl年以降母親出生コーホート）に分けた。 さらに結婚 

時の持高を基準として3 石未満， 3 石以上に分けるこ 
とにより，合 計 4 つのコーホートを作ることができる。

；± (1 4 ) 人口再生産の持高階層間格差を扱った研究としては. 速 水 〔1973〕，Sm ith〔1977〕，Hanley and Yamamura 

〔1977〕，鬼 頭 〔1978〕，Hayami〔1980〕などがある。
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第 2 図年齡陪展別出産率

3石未満(La) 

.3石以上(Ui)

母親の1800年以前 
出生コ一ホ一ト

母親の1801年以降-----3 石未満(L2)

、、出生コ"■■ホート..... 石以上(U2)

第 2表最終出産年齢（完全家族，カッコ内はサンプル数）

母親の1800年以前 
出生コ一ホ一ト

母親の1801年以降 
出生コ一ホ一ト

3石未満 37.2歳 （13) 37.1歳 （9)

3 石以上 38.3歳 （11) 38.8歳 （22)

第 3 表出產間隔の分布

\出産間隔 

持高階)̂ '''''''\
1 2 3 4 5 6 7〜（年） 平均• (S.D.) N

L i 2 11 22 33 13 7 14(%) 4.37 (2.11) 46
L2 3 36 31 10 10 4 7(%) 3.37 (1.89) 126
U i 3 25 35 21 7 5 3(%) 3.38 (1.60) 88
U2 4 20 38 20 7 5 5(%) 3.47 (1.55) 169

以下， 3石未満 • 1800年以前母親出生コ一ホートを 

< L i > , 3 石未満 • 1801年以降母親出生コーホートを 

< L 2 > .  3石以上 • 1800年以前母親出生コーホートを 

< U i > , 3石以上，1801年以降母親出生コーホートを 

< U * > と呼ぶことにする。

年齢階層別出産率は第2 図に示した。サンプル数が 

少ないため曲線に[H]凸が目立つが， L 1階層において， 

とりわけ31〜40歳台の出産力低下が明らかである。合 

計出産率でみるとL i階層で31〜40歳台の占める割合 

は26.6%となるが，L i!階層では33.1%, U i階層では

36.9%, U 2 階層では33. 2% とはっきりした 

違いが認められる。

この結果からみて，L i .階層では30歳まで 

に出産を集中させ，かつ早く産み終えたので 

はないかと予想されるが，第 2表にみるごと 

く最終出産年齢には期待したような違いがな 

い。一方，出産間隔の分布を第3 表でみると， 

L , 階層と他の階層の間には明らかな違いが 

認められる。この表は第1子〜第2子以降の 

出生間陽であり，結婚から，第 1子までは除 

いてある。L i 階層は他の階層に比べて出産 

間隔が平均約1年ずつ長くなっている。また 

出産間隔の分布をみると，L i 階層は4 年が 

33%ともっとも多くなっており，かつ7年以 

上が14%を占めているが，他の階層では2年 

ないし3年がもっとも多く， 7年以上のもの 

は10%に満たない。

この他，出産に影響を与えると考えられる 

要因として女子の結婚年齢，結婚継続期間を 

挙げることができる。女子の結婚年齢（明らかな再婚お 

よび31歳以上の結婚を除く） は1777〜1830年が上層21.8 

歳 （サンプル数44 ) ,下層21.3歳 （同45) , 1831〜1872年 

が上層23. 0歳 （同4 7 ),下層21.1歳 （同7S )となり，

高による差が認められなかった。また結婚継続期間は 

L , 階層が15. 5年 （サンプル数39), L z 階層 

力U 4.1年 （同11 ) , U i 階層が15. 7年 （同40), 

U z階層は16.1年 （同53) と同様に階層差は認 

められない。

L i 階層とその他の階層の間における出生 

率の違いは，人口再生産の上でどのような意 

味を持っていたのだろう力、。この点をみるた 

めに1夫婦あたりの平均出生数を観察しよう。平均出 

生数は各夫婦ごとに直接数える方法と，年齢階層別出 

産率を積み上げる方法があるので，ここでは2 通りの 

数値を示すことにする。まず前者の方法による階層別 

出生数は第4 表に示した。完全家族の平均出生数はL 1 

階層においては2. 73人と他のコーホートに比べて1.7 

人〜2. 0人少なくなっている。 非完全家族まで含めた 

場合でも0 .9人程度の差がみられる。また，後者の方 

法により平均結婚年齢で結婚した時の完全家族におけ 

る合計出生数を求めると，し1階層3.5人 1^:階層4.7

注 （15) 1801年に出生した女子が平均結婚年齢（22歳）で結婚しかつ最終出産年齢(38SOまで出産を練けたとすると. 

出産期間は1822〜1838年となり，その中央値が1830年になる。
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第4表 階 層 別 出 生 数

階 層 分 類 (1)
夫婦

(2)出生の 
あった夫婦

(3)
出生

(4)
=(3)/(1)

(5)
=(3)/(2)

A . 完全家族

母親の1800年以前 3 石 未 満 （L i ) 15 13 41 2.73 3.15

出生コ一ホ一ト 3 石 以 上 （U i) 12 11 54 4.50 4.91

母親の1801年以降 3 石 未 満 （L2) 10 10 47 4.70 4.70

出生コ一ホ一ト 3 石 以 上 （U2) 22 22 101 4.59 4.59

B . 完全家族+ 非完全家族
母親の1800年以前 3 石 未 満 （L i ) 40 32 78 1.95 2.44

出生コーホート 3 石 以 上 （U i ) 1 33 25 93 2.82 3.72

母親の1801年以降 3 石 未 満 （L 2) 38 31 110 2.89 3.55

出生コ一ホ一ト 3 石 以 上 （U2) 58 46 158 2.72 3.43

人，U i階層4. 6人，U2階層4. 9人，となり，L i階層 

と他の階層では1.2〜1.4人の差がみられる。

厳密な再生産率の指標としては純再生産率を挙げる 

ことができる力この測定には年齢階層別死亡率のデ 

ータが必要となる。新町村の宗門改帳には移動理由が 

記載されていないため，これを知ることはできない。 

しかしながら経験的には完全家族の出生数が4 人を切 

る場合，人口再生産は不可能と考えてよいだろう。新 

町村ではL i階層の平均出生数は2 通りの計算により

2. 7人，3. 5人と明らかに4 人を下回っている。したが 

って1830年以前には3石未満の階層は人口を維持でき 

なかったといえる。ところが1831年以降3石未満層は 

出産間隔の短縮により婚姻出生率を上昇させ，完全家 

族の平均出生数も4. 4人あるいは4. 7人と4 人の水準を 

起えた。一方， 3石以上層をみると，1830年以前の出 

生数は4. 5人または4. 6人，1831年以降の出生数は4. 6 

人または4. 9人と，その差はわずかである。持高から 

みる限り，村内の上層においてはその出産行動にあま 

り変化がなかったのである。

(2)襄間渡世 

すでに村明細帳 農間渡世* 上などの史料から，19

世紀に入り農間渡世の従*者数が増加したことをみて 

きた。そこで，襄閩渡世による収入増加が1830年代以 

降の人口増加要因であるかどうか確かめるために，農 

間渡世と婚姻出生率の関係を検討することにしよう。 

なお，ここで言う農間渡世には爱抵績^産にかかわる 

業種が含まれていないので，結果の解釈には若干の注 

意が必要である。

第 5 表には天保14 (1843) 年の農間渡世有無と持高 

および出生率の関係を示した。階層別に見ると3石以 

上の農間渡世従事率は51.4%であるが， 3 石未満では 

65. 2%と階層差がみられる。このことから，持高が少 

ない階層で農間渡世を行なう者が多かったことが明ら 

かである。

出生率は2通りの計算をした。1つは1843年 （農間渡 

世》上のある年)を中心に, 任意に前後6年ずつの期間を 

設定し，この間の婚姻出生率を比較した。もう1つは 

完全家族の平均出生数である。なお，持高が極端に高 

い世帯の影響を除くため， 8 石以上の世帯を除外した。

その結果，どちらの方法によっても裹間渡世の有無 

による出生率への影響を認めることはできなかった。 

婚姻出生率は逆に農間渡世に従享していない世帯が高 

くなったが，この差は統計的に有意でない。完全家族

第 5表 農闻液世有無別播姻出生率a) および完全家族の平均出生数b)

C)
世 帯 数 婚 姻  

出生率
延年数

平 均  
出生数

夫婦数
3 石未満 3 ~ 8 石 8石以上

晨間渡世 
あり

15
(65.2%)

17
(51.5%)

2
(50.0%)

211.7
%>

179.5 4.78 人 18

戾間渡世 
なし

8
(34.8%)

16
(48.5%)

2
(50.0%)

235.0 225.5 4.75 人 12.

a ) 1837~1849年の婚姻出生率。8石以上を除く。
b ) 妻の1801年以降出生コーホートから算出。8 石以上を除く 
c > 1843年における废間渡世の有無。

の平均出生数では差はわずか0. 03 

人であり，ほぽ等しいといえるだ 

ろう。結局，農間渡世それ自体は 

1830年代以降の人ロ増加要因でな

いといえる。

(3 )「織元」

最後に，言梅統と婚姻出生率の

注 （1 6 ) 速 水 〔1973〕P.1S2.によれi f , 漠州西条村における人口雄持水準は4.07人，鬼頭ひ983〕p. 126;によれぱ，信州湯 
舟沢村においては4.14人であった。
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第 6 表 ■■織元」世帯の婚姻出生串a)

b)
世 帯 数 d)

婚姻出生率 延年数
3 石未満 3 〜10石 10石以上C)

「織元」の 3 4 (3) 254.2 59.0

世帯 (20.0%) (26.7%) (100%) %0

それ以外 12 11 (0) 177.1 267.5

の世带 (80.0%) (73.3%) (0%) %0

a) 1866-1878年の婚姻出生率。10石以上を除く。

b ) 明治5 (1872)年4 月•■土地産物取調帳Jによる。

C ) 婚姻出生率の統計より除く。

d) 5 % 水準で統計的に有意な差をもつ。

関係を検討することにしよう。すでに述ぺたように， 
ここで用いる史料『土地産物取調帳』に青1S続の記載 
のある世帯は全世帯の約3 分 の 1 に過ぎず，かつ最低 
年 100反を産出していることから「織元」 と考えるベ 

きであろう。 したがって， ここでの分析は「織元」 と 
その他の農民の出生率に違いがみられるかどうか検討 
することである。

第 6 表にはおのおのの持高および婚姻出生率の比較 

を示した。農間渡世と は 逆 に 「織元」は持高の高い階 
層で多くなっているが， これは特に持高の高い階層で 

言梅続を大量に産出する家がかたまっているためであ 
り，10石以上の家を除くと差はかなり縮まる。そこで 
10石以上の家を除いた出生率を観察しよう。 ここでは 
史料の年度である1871年を中心として前後6 年ずつの 
期間における婚姻出生率を計算した（サンプルサイズの 

関係で完全家族の平均出生数を求めろことはできなかった)。 

なお，宗門改帳の観察対象外となる1873年以降にかん 
しては明治10 (1877)年の人口史料を用いた。

この結果，「織元」世帯の婚姻出生率は254. 2% , そ 
れ以外の世帯の婚姻出生率は177.1% となり， この差 
は 5 % 水準で統計的に有意である。つ ま り 「織元」層 
は持高による影響をコントロ一ルした上で，なおかつ 

有意に婚姻出生率が高かったといえる。いいかえれぱ， 
こ の よ う な 「織元」層は1830年代以降の人口増加を担 

った階層であった。

5. 要約と課題

これまで徳川後期の新町村における経済的変化と人 

ロ学的変化の関係を検討してきた。 ここでの観察結果

を要約しておこう。
①1777年 以 降 漸 減 を 続 け て き た 人 口 は ， 

1830年代から増加に転じる。1831〜1872年の 
年平均人口率は2. 06%とかなり高率である。

②1830年代を境に出生率の大幅な上昇が生 

じた。一方，女子の平均結婚年齢および有配 
偶率には変化がみられず，出生率の上昇はも 

っぱら婚内の出産力上昇によるものである。
③婚姻出生率の上昇は持高の少ない階層に 

おいて生じており，それに伴って出生率の持高階層間 

格差は解消した。
④農間渡世調査の対象となった業種への就業有無と 

出生率の間に相関はなかった。たとえ，その種の襄間 

渡世が一定の家計補助的役割を果たしていたとしても， 
出生率上昇の主要因とはいえない。

⑤これに対して，ぎ 梅 搞 「織元」層の出生率は明ら 

かに他の農民世帯より高かった。
新町村では1830年代以降の人口増加期に入ると持高 

と出生率の間に相関が認められなくなった。 このこと 

は，一見したところ幕末人口増加期の出産行動が経済 
的階層に関係なく行なわれていたことを示すように思 
われる。 しかしながら，新町村のように純畑作農村で 
あって，かつまた幕末に農村手工業の発展をみたとこ 
ろでは，む し ろ r持高」が農民の経済階層を十分に反 
映しなくなってきていたと解釈するべきであろう。記 
述史料によれば，出生率上昇の生じた1830年代は青 

績の生産が拡大していった時期と考えられる。 このよ 

うな農村手工業からの追加収入が， とりわけ持高の少 
ない階層における婚姻出生率上昇を可能にしたのでは 
ないだろう力、。

これに対して，青梅績 「織元」層の出生率は明らか 
に他の階層を上回っていた。 したがって1830年代以降 
においても， このような非襄業収入を考慮に入れれば， 

やはり人口再生産を担っていたのは，村内における経 
済的上層部分であったといえるだろう。経済と人口と 
の相互依存関係の基本的なあり方には，連続性が認め 
られるのである。

最後に残された課題を指摘したい。本稿では分析対 
象を主として1830年代以降の人口増加期に置き，人口

注 （1 7 ) 徳川期には着=梅統の生産量を示す統計は存在しない。 しかしながら，長期的トレンドを推測する史料として青梅搞 
「搞賈仲間J の加入者数を挙げることができる。その数は文化10 (1813)年15名，文政2 (1819)年 13名，文政11 

(1828)年19名，文政13 (1830)年22名，天保3 (1832)年29名，安政2 (1855)年39名と，文政末年〜天保初年か 
ら増加している。
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増加の経済的要因を検討してきた。 しかしながら，人 
ロ増加がどのような人口学的メカニズムで生じたかと 

いう点には触れなかった。 この点を明らかにするため 
には，1830^代以前の婚姻出生率が，なぜ低かったの 

か明らかにする必要がある。 この原因としては，①家 

族制限(镇胎• 間引き等)，②ま然出産力の低さ，③宗門 
改帳に登場しない当歳児， 2 歳児の死亡率の高さなど 
が考えられる。従来の宗門改帳を用いた研究では，家

族制限のパタ一ンを明らかにすることに主眼が置か 
れ，①の原因が重視されてきた。 しかし，近 年 Mosk 

〔1983〕，斎 藤 〔1985〕など栄養水準と密接に結びつい 

た自然出産力の変化も無視できないとする考え' 方も提 
示されている。今のところ，宗門改帳からこの点を明 
かにする方法を持ち合わせていないので， この問題は 
将来の課題である。
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注 （1 8 ) 鬼 頭 〔1978〕は武州甲山村の5石未満層において出生性比の異常を認め’ 「間引き」が行なわれていたとしている。 
また鈴木〔1984〕は，新町村と同じ青梅地域の沢井村において天保飢鐘の時期に性別選択的間引きがあったと述べて 
いる。 しかしながら新町村では，どの時期をとっても，あるいは出産順位別にも出生性比の異常は認められなかった。
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